
 感染症対策を徹底した上でサービスを提供するために必要な経費を支援します

 対象事業所:令和２年４月１日以降に感染症対策を徹底した上で、サービスを提供する

ためにかかり増し経費が発生した施設・事業所

 上限額: サービス毎に設定しています

 対象経費: 感染症対策に要する物品購入、外部専門家等による研修実施、感染発生時

対応・衛生用品保管などに使える多機能型簡易居室の設置などに要する経費

 サービスの利用再開に向けた利用者への働きかけや環境整備を支援します

 対象事業所:令和２年４月１日以降にサービス利用休止中の利用者へ利用再開のための

支援を行った計画相談支援事業所、障害児相談支援事業所及び在宅サービス

事業所（通所系、短期入所、訪問系の各サービス及び地域移行支援）

 上限額: １利用者当たり 1,500円～2,500円

１．在宅サービス事業所による利用者への再開支援への助成

 対象事業所:令和２年４月１日以降に感染防止のための環境整備を行った計画相談支援

事業所、在宅サービス事業所

 上限額: ２０万円

２．在宅サービス事業所における環境整備への助成

 職員の皆さまに慰労金を支給します

 対象者: 対象期間に障害福祉サービス施設・事業所に通算１０日以上勤務し、

利用者と接する職員

 一人当たりの支給額:２０万円 または ５万円

※対象期間:令和2年3月22日（県内の患者１例目発生日）から６月30日までの間

※複数の事業所で勤務した場合は、勤務日数を合算して計算します。

※事業所には、一部の地域生活支援事業（注）を実施する事業所も含みます。

（注）地域活動支援センター、日中一時支援、盲人ホーム、福祉ホーム、移動支援事業、訪問入浴サービス、

障害者相談支援事業、基幹相談支援、盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業

厚生労働省 社会・援護局障害保健福祉部
新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金に関する電話

問い合わせ窓口 03-5253-1111（内線7096、7097）

（受付時間は、9:30～18:00 土日祝日を除く）

お問合せ先
岡山県保健福祉部保健福祉課
医療・福祉従事者等支援班
（通称:医療・福祉従事者支援センター）

電話番号 ０８６-２２６-７９６５
（受付時間 9時~12時、13時～17時、土日祝日を除く)

上記の各申請方法については、裏面をご参照ください。

新型コロナウイルス感染症対策を行う障害福祉サービス施設・事業所等
障害福祉サービス施設・事業所等で働く皆さまへ

～「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金」（障害福祉サービス等分）のご案内～
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申請方法

１.支援の対象経費などについて確認

（１）感染対策防止・サービス再開に向けた支援

 県のホームページに掲載されている要綱などで支援の対象経費について確認し、申請額を積み上げま
す。

※令和２年4月1日から令和３年３月31日までにかかる費用が対象となるので、支出済の費用だけではなく、
申請日以降に発生が見込まれる費用も合わせて、概算額で申請することも可能です。また、領収証等の証
拠となる書類を保管しておいてください。

（２）慰労金の支給

 利用者と接する職員で、対象期間に10日以上勤務した人を特定した上で、慰労金の代理申請・受領の
委任状を徴取します。委任状は施設・事業所で保管します。

 その際、派遣労働者、業務委託受託者の従事者についても、派遣会社・受託会社と相談して、対象と
なる業務に10日以上勤務している職員の一覧を提出してもらうことなどにより、慰労金の対象者を特
定した上で、慰労金の代理申請・受領の委任状を徴取します。委任状は、施設・事業所で保管します。

※派遣労働者、業務委託受託者の従事者も、利用者との接触を伴い、かつ、継続して提供が必要な業務を行う
場合は、慰労金の対象となります。

※退職された方も含め、支給は原則事業所経由となります。支給希望者は、現在の勤務先または最後に勤務さ
れていた勤務先にご相談ください。事業所が廃業しているなど、上記が困難な方については、県に直接申請し
てください。

２.交付申請書を作成

 次ページを参照して、所定の様式により、申請書などを作成します。

３.交付申請

 申請書などの提出は、原則として、岡山県国民健康保険団体連合会（以下、国保連）に、電子請求受
付システムによるインターネット申請により行います。

 債権譲渡を行っている事業所や国公立の事業所、地域生活支援事業所などは、県に直接申請します。

※申請書受付は、令和３年２月までです。

４.都道府県で確認後、交付
 県が申請内容を確認後、国保連から補助金・慰労金が交付されます。

 慰労金については、対象となる職員へ給付してください。

※慰労金は非課税所得となります。給与等とは別で振り込むことなどにより、源泉徴収しないように注意し
てください。

※派遣労働者や業務委託受託者の従事者への給付は、事業所・施設と派遣会社･受託会社の調整により、
事業所・施設からでも、派遣会社･受託会社からでも、どちらでも構いません。

５.実績報告

（１）感染対策防止・サービス再開に向けた支援 ※概算額での交付の場合に限ります

 概算額で申請し、補助金の交付を受けた場合、支出実績が補助金額を超えた際、または実績報告の期
限（令和3年4月中旬ごろ）が到来した際、県に対して、所定の様式により実績報告を行います。なお、
実績報告時に支出実績が補助金額に満たなかった場合は、県に対し差額を返還します。

（２）慰労金の支給

 慰労金の支給後１か月以内を目処に県に対して、所定の様式により実績報告を行いますので、申請・
給付に関する証拠書類を大切に保管してください。なお、実績報告時に支出実績が交付額に満たな
かった場合は、県に対し差額を返還します。

岡山県保健福祉部保健福祉課 医療・福祉従事者等支援班
（通称:医療・福祉従事者支援センター）電話番号:086-226-7965

（受付時間 9時-12時、13時-17時、土日祝日を除く）

お問合せ先
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申請書等の記載・提出方法

 申請時に必要な書類は、申請書および様式１
～３です。

 県ホームページからダウンロードしてください。

「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業(障害分)」

https://www.pref.okayama.jp/page/673497.html

 提出時にExcelファイル名を「事業所番号_事
業所名_申請日」に変更してください。
（例）3310000000_Ａ型ワークこうらく_0815

※45文字以内

1.申請書および事業計画書の入手方法
「様式２ 個票」

 国保連の申請受付期間は、障害福祉サービス等報酬の請求時期と重ならないようにするため、毎月15日
から月末までの間となります。

 県への提出は、随時受け付けています。（債権譲渡を行っている、地域生活支援事業等の場合）
なお、どちらも可能な限り12月末までに、提出してください。

「様式１ 事業所・施設別申請額一覧」

「様式３ 障害福祉慰労金受給職員表」

２.提出に当たっての留意事項

　　令和 年 月 日

殿

　標記について、次により交付金を交付されるよう関係書類を添えて申請する。

千円

（内訳）

千円

千円

千円
千円

再開支援への助成事業

千円

（添付書類）

１　事業所・施設別申請額一覧（様式１）

２　新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（障害分）に関する事業実施計画書

　　（事業所単位）（様式２）

３　障害福祉慰労金受給職員表（法人単位）（様式３）

令和２年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（障害分）に係る交付申請書

2-2．感染症対策を徹底した上での障害福祉サービス提供支援事業（多機能型簡易居室分に限る）

（都道府県）知事

（法人名）

（役職・代表者名）

3．在宅サービス、計画相談支援及び障害児相談支援事業所による利用者への

4．在宅サービス、計画相談支援及び障害児相談支援における環境整備への助成事業

　　申　請　額　：　

1．障害福祉慰労金事業

2-1．感染症対策を徹底した上での障害福祉サービス提供支援事業（多機能型簡易居室分を除く）

障害福祉慰労金

20万円

対象者の

有無

感染対策費用

助成事業

（多機能型居室

を除く。）

感染対策費用

助成事業

（多機能型居室

に限る。）

個別再開支援

助成事業

再開環境整備

助成事業
合計

1

2

3

No. 事業所番号事業所・施設名 サービス種別 住所
代表となる

法人名

審査

結果
電話番号

補助予定額（千円）

事業所番号 事業所・施設の名称 施設区分 対応区分

他の施設等との

期間通算がある

場合その施設名

委任状の

有無

他法人で

の慰労金

の申請の

有無

業務委託

による

従事者

重複

申請者

確認用

支払年月日

（西暦）
支払金額

1

2

3

支払い実績確認事項

本人の住所

主たる勤務先

慰労金

(万円)
氏名（漢字） 氏名（全角カナ） 生年月日（西暦）

分類

「申請書」
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Q1 感染対策の支援、慰労金の支給の対象サービスを具体的に教えてください。

A1 感染対策の支援は、障害者総合支援法及び児童福祉法に規定する障害福祉サービス等が対象
です。加えて、慰労金の支給は、障害者総合支援法の地域生活支援事業(注)の一部も対象です。

（注）地域活動支援センター、日中一時支援、盲人ホーム、福祉ホーム、移動支援事業、訪問入浴サービス、
障害者相談支援事業、基幹相談支援、盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業

Q3 慰労金の対象者について具体的に教えください。

A3 以下のフローチャートをご覧ください。なお、職種による限定はしていません。

Q2 感染対策の支援について、どのような費用が対象となりますか。

A2 令和2年4月1日から令和3年3月31日までにかかる以下のような費用が対象となります。
詳細は、県にお問い合わせください。

【対象経費の例】
衛生用品等の感染症対策に要する物品購入、外部専門家等による研修実施、（研修受講等に要する）旅費・
宿泊費、受講費用等、 多機能型簡易居室の設置等、消毒費用・清掃費用、 感染防止のための増員のため発生
する追加的人件費や職業紹介手数料、 自動車・自転車の購入又はリース費用、ＩＣＴ機器の購入またはリー
ス費用（通信費用を除く）、普段と異なる場所でサービスを実施する際の賃料・物品の使用料職員の交通費、
利用者の送迎に関する費用

Q4 慰労金の支給の要件である「利用者と接する」とはどこまで含まれるので
しょうか。

A4 利用者との接触とは、身体的接触に限られるものではなく、対面する、会話する、同じ空
間で作業する場合も含まれます。利用者がいる建物から離れた別の建物に勤務し、物理的に
利用者に会う可能性が全くないような場合は対象となりません。なお、最終的な判断は県が
行うこととなりますが、一義的には各事業者で判断いただくことになります。

Q5 施設・事業所をすでに退職している職員の場合、どのように申請すればよ
いでしょうか。

A5 原則として、勤務されていた施設・事業所を通じて申請してください。勤務していた施
設・事業所を通じた申請が難しい場合は、勤務していた施設・事業所の勤務証明など必要な書
類を揃えた上で、勤務していた施設・事業所が所在する都道府県へ、直接申請いただくことに
なります。

Q6  国保連からの振込の場合、どの口座に振り込みされますか。

A6 国保連からの障害福祉サービス等報酬の振込用に登録されている口座に振り込まれます。

Q&A

（※※）対象期間：令和２年３月２２日（岡山県における新型コロナウイルス感染症患者１例目発生日）から６月３０日までの間
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障害福祉従事者慰労金の給付申請

障害福祉サービス等報酬の支払いを国民健康保険連合会に委託している施設・事業所向け

１ 施設・事業所で対象者の整理をお願いします。

○ 上記の障害福祉施設・事業所等で雇用・勤務されている方は、勤務先である施設・事業所ごとに県へ

申請します。申請書様式（国保連提出用）は、県ホームページでダウンロードできます。

○ 施設・事業所の管理者は、給付要件に該当する慰労金の対象者と金額の確認をお願いします。

※ 対象者の勤務実態等をしっかりと確認してください。

※ 対象期間中に複数の施設・事業所で勤務していて、通算して給付要件に該当する場合も対象となり

ます。この場合、当該施設・事業所以外の勤務証明は対象者本人にご用意いただきます。

※ 対象期間中に複数の施設・事業所で勤務していて、それぞれの勤務先で要件に該当する場合でも、

１人に給付できるのは1回限り、最大20万円です。

※ 退職者については、原則として最後に所属していた施設・事業所での申請となりますので、可能な

限り対象者に含んでください。

２ 施設・事業所の情報を法人単位でとりまとめをお願いします。

○ 対象者を整理把握したら、所定の様式に従って申請書を作成してください。

※ 必ず対象者本人から代理受領委任状を受け取ってください。

○ 施設・事業所の申請書類を法人本部に提出してください。

○ 法人本部では、同一の都道府県に所在する施設・事業所について、申請書類をとりまとめてください。

３ 交付申請をお願いします。

○ とりまとめた申請書類を岡山県国民健康保険連合会のインターネット請求・電子請求受付システムに

アップロードしてください。

※ オンラインでの申請をお願いします。

○ 申請内容に問題がなければ、県が交付額を決定し、通知します。

○ 入金は、障害福祉サービス等報酬の振込用に登録されている口座に行われます。

※ 入金まで時間がかかる場合があります。

４ 対象者に慰労金の給付をお願いします。

○ 各施設・事業所に入金後、対象者に給付してください。なお、各施設・事業所の判断で、県からの通

知を受領後、入金を待たずに対象者に給付することも可能です。

○ 慰労金は非課税として扱われます。源泉徴収しないようご注意ください。

５ 精算のために証拠書類の保管をお願いします。

○ 精算のため、申請・給付に関する証拠書類を大切に保管してください。

※ 誤給付などが判明した場合、慰労金の返還を求める場合があります。
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岡山県国民健康保険連合会に登録されている口座番号が債権譲渡されている
施設・事業所、地域生活支援事業（注）所向け

（注）地域活動支援センター、日中一時支援、盲人ホーム、福祉ホーム、移動支援事業、訪問入浴サービス、

障害者相談支援事業、基幹相談支援、盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業

１ 施設・事業所で対象者の整理をお願いします。

○ 上記の障害福祉施設・事業所等で雇用・勤務されている方は、勤務先である施設・事業所を運営する

法人から県へ申請します。申請書様式は、それぞれ県ホームページでダウンロードできます。

※ 債権譲渡等該当事業所・・・申請書様式（債権譲渡等）

※ 地域生活支援事業所・・・申請書様式（地域生活支援事業慰労金）

(補足) 同一法人内で指定事業所と地域生活支援事業の両方を行っている場合は、地域生活支援事

業の対象職員について指定事業所が代理受領委任状の提出を受けた上で指定事業所が作成する

障害福祉慰労金受給職員表に掲載し、申請することも可能です。（この場合は国保連へ提出）

○ 施設・事業所の管理者は、給付要件に該当する慰労金の対象者と金額の確認をお願いします。

※ 対象者の勤務実態等をしっかりと確認してください。

※ 対象期間中に複数の施設・事業所で勤務していて、通算して給付要件に該当する場合も対象となり

ます。この場合、当該施設・事業所以外の勤務証明は対象者本人にご用意いただきます。

※ 対象期間中に複数の施設・事業所で勤務していて、それぞれの勤務先で要件に該当する場合でも、

１人に給付できるのは1回限り、最大20万円です。

※ 退職者については、原則として最後に所属していた施設・事業所での申請となりますので、可能な

限り対象者に含んでください。

２ 施設・事業所の情報を法人単位でとりまとめをお願いします。

○ 対象者を整理把握したら、所定の様式に従って申請書（添付書類含む）を作成してください。

※ 必ず対象者本人から代理受領委任状を受け取ってください。

※ 受取口座に間違いのないよう、よくご確認ください。

○ 施設・事業所の申請書類を法人本部に提出してください。

○ 法人本部では、施設・事業所からの申請書類のとりまとめをお願いします。

３ 交付申請をお願いします。

○ とりまとめた申請書類を「岡山県電子申請サービス」で提出するか、電子媒体又は紙で郵送してくだ

さい。

○ 申請内容に問題がなければ、県が交付額を決定し、通知します。

※ 入金まで時間がかかる場合があります。

４ 対象者に慰労金の給付をお願いします。

○ 各施設・事業所に入金後、対象者に給付してください。なお、各施設・事業所の判断で、県からの通

知を受領後、入金を待たずに対象者に給付することも可能です。

○ 慰労金は非課税として扱われます。源泉徴収しないようご注意ください。

５ 精算のために証拠書類の保管をお願いします。

○ 精算のため、申請・給付に係る証拠書類を大切に保管してください。

※ 誤給付などが判明した場合、慰労金の返還を求める場合があります。

障害福祉従事者慰労金の給付申請
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国立・公立の施設・事業所で、
適当な勘定項目がないなど予算措置等の関係から

代理受領ができない場合は、慰労金を職員に直接支払います。

１ 職員の方及び退職者の方に申請書の作成の依頼をお願いします。

○ 国立・公立の障害福祉施設・事業所等で、適当な勘定項目がないなど予算措置等の関係から代理受領

ができない場合、慰労金個人申請書を勤務先の施設・事業所がとりまとめて県へ申請してください。

○ 施設・事業所は職員に対し、慰労金個人申請書を作成し、勤務先へ提出するよう依頼してください。

○ 既に退職されている方についても、原則として最後に所属していた施設・事業所での申請となります。

○ 本人確認書類の写しと受取先金融機関口座確認書類の写しの添付も依頼してください。

※ 対象期間内に勤務していた施設・事業所名や施設・事業所での業務内容などについて、当該施設・

事業所で証明してください。

２ 施設・事業所で申請書のとりまとめをお願いします。

○ 施設・事業所の管理者は、職員及び退職者の申請書及び添付書類をとりまとめ、県へ提出をお願いし

ます。職員給付要件に該当する慰労金の対象者と金額の確認をお願いします。

※ 対象者の勤務実態等をしっかりと確認してください。

３ 県へ資料の提出をお願いします。

○ 施設・事業所の管理者は、とりまとめた申請書類を県に郵送してください。

※ 申請内容に問題が無ければ、県が交付決定し、申請された方が指定した口座に直接入金されます。

※ 慰労金は非課税として扱われます。給与所得には含まれませんので、特段の処理は不要です。

※ 入金まで時間がかかる場合があります。

４ 証拠書類の保管をお願いします。

○ 申請を行った職員及び退職者の方に、申請・給付に関する証拠書類を大切に保管するよう依頼して

ください。

※ 誤給付などが判明した場合、慰労金の返還を求める場合があります。

※ 施設・事業所の管理者は、申請書の写しを保管してください。

障害福祉従事者慰労金の給付申請

〇岡山県ホームページに掲載している「慰労金申請マニュアル（個人申請用）」も参照してください。

＜申請書の郵送先＞

〒７００－０８２３

岡山県岡山市北区丸の内１－１－４ 全日信販ビル２階

岡山県 医療・福祉従事者支援センター
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個人で申請する方向け

１ 個人申請の必要性の検討と申請書の作成をお願いします。

○ 退職されているなど、現在施設・事業所に勤務していない方は、原則として最後に所属していた施

設・事業所を運営する法人からの申請となります。

○ 施設・事業所での申請が難しく、個人での申請をされる方は、慰労金個人申請書の作成をお願いしま

す。

○ 本人確認書類の写しと受取先金融機関口座確認書類の写しを添付してください。

※ 対象期間内に勤務していた施設・事業所の記載をお願いします。

※ 対象期間内に勤務していた施設・事業所での業務内容などを、当該施設・事業所で証明してもらっ

てください。

※ 受取口座に間違いのないよう、よく確認してください。

２ 交付申請をお願いします。

○ 県に郵送してください。

※ 入金まで時間がかかる場合があります。

３ 入金の確認をお願いします。

○ 申請内容に問題がなければ、県が交付額を決定し、通知します。その後、入金の確認をお願いします。

○ 慰労金は非課税として扱われます。

４ 証拠書類の保管をお願いします。

○ 申請・給付に関する証拠書類を大切に保管してください。

※ 誤給付などが判明した場合、慰労金の返還を求める場合があります。

障害福祉従事者慰労金の給付申請

〇岡山県ホームページに掲載している「慰労金申請マニュアル（個人申請用）」も参照してください。

＜申請書の郵送先＞

〒７００－０８２３

岡山県岡山市北区丸の内１－１－４ 全日信販ビル２階

岡山県 医療・福祉従事者支援センター

P.8

8



感染対策徹底支援事業、障害福祉サービス再開に
向けた支援事業の給付申請

１ 施設・事業所で対象となる事業の整理をお願いします。

〇 岡山県ホームページ掲載の実施要綱等を参照し、対象となる事業を整理してください。

〇 各施設・事業所ごとに上限額が決まっています。（助成上限額一覧参照）

〇 地域生活支援事業の事業者については、これらの事業の対象外です。

２ 施設・事業所の情報を法人単位でとりまとめをお願いします。

○ 所定の様式に従って申請書を作成してください。

○ 施設・事業所の申請書類を法人本部に提出してください。

○ 法人本部では、同一の都道府県に所在する施設・事業所について、申請書類をとりまとめてく

ださい。

３ 交付申請をお願いします。(債権譲渡の有無により方法が異なります。)

〇 債権譲渡していない場合

とりまとめた申請書類を岡山県国民健康保険連合会のインターネット請求・電子請求受付シス

テムにアップロードしてください。入金は、障害福祉サービス等報酬振込用に登録されている口座

に行われます。

〇 債権譲渡している場合

とりまとめた申請書類を「岡山県電子申請サービス」で提出するか、電子媒体又紙を郵送して

ください。

○ 申請内容に問題がなければ、県が交付額を決定し、通知します。

※ 入金まで時間がかかる場合があります。

４ 精算のために証拠書類の保管をお願いします。

○ 精算のため、経費の支出に関する証拠書類を大切に保管してください。

〇 実績額が交付申請額以下の場合は、差額を返還していただきます。
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感染症対策に係る助成上限額一覧 （多機能型簡易居室の設置を除く）

【留意点】

※１ 多機能型事業所として複数サービスの指定を受けている障害福祉サービス等事業者は、該当す
るいずれかのサービスに係る基準単価を用いること。

（多機能型とは、指定生活介護、指定自立訓練（機能訓練）、指定自立訓練（生活訓練）、指定就労移行支援、

指定就労継続支援Ａ型事業所及び指定就労継続支援Ｂ型事業所並びに指定児童発達支援、指定医療型児童発達支
援、指定放課後等デイサービスの事業のうち２つ以上の事業を一体的に行うことをいう。）

単価　（単位：千円）

1 療養介護 2,374 ／事業所

2 生活介護 757 ／事業所

3 自立訓練（機能訓練） 346 ／事業所

4 自立訓練（生活訓練） 273 ／事業所

5 就労移行支援 265 ／事業所

6 就労継続支援Ａ型 335 ／事業所

7 就労継続支援Ｂ型 353 ／事業所

8 就労定着支援 52 ／事業所

9 自立生活援助 27 ／事業所

10 児童発達支援 380 ／事業所

11 医療型児童発達支援 240 ／事業所

12 放課後等デイサービス 360 ／事業所

短期

入所
13 短期入所 204 ／事業所

14 施設入所支援 1,215 ／施設

15 共同生活援助（介護サービス包括型） 402 ／事業所

16 共同生活援助（日中サービス支援型） 358 ／事業所

17 共同生活援助（外部サービス利用型） 180 ／事業所

18 福祉型障害児入所施設 1,182 ／施設

19 医療型障害児入所施設 635 ／施設

20 居宅介護 115 ／事業所

21 重度訪問介護 188 ／事業所

22 同行援護 65 ／事業所

23 行動援護 115 ／事業所

24 居宅訪問型児童発達支援 46 ／事業所

25 保育所等訪問支援 38 ／事業所

26 計画相談支援 60 ／事業所

27 地域移行支援 44 ／事業所

28 地域定着支援 46 ／事業所

29 障害児相談支援 44 ／事業所

施設・事業所の種別

通

所
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感染症対策に係る助成上限額 （多機能型簡易居室の設置に係る費用）

感染症発生時対応・衛生用品保管等に柔軟に使える多機能型簡易居室（※１）の設置に要
する費用（※２、※３）については、次の施設・事業所が対象です。

基準単価　（単位：千円）

障害者支援施設

障害児入所施設

共同生活援助事業所

短期入所事業所

宿泊型自立訓練事業所

3,000 ／施設・事業所

対象施設・事業所

【留意点】

※１ 衛生用品保管のための倉庫として設置することは可能ですが、感染者が発生した場合に、
速やかに居室転用が可能な設備になっている必要があります。

※２ 電気水道工事等、多機能型簡易居室に付随する工事に係る費用は、対象となります。
※３ 既存施設を改修する費用は対象外です。
※４ 障害者支援施設とは、「障害者につき、施設入所支援を行うとともに、施設入所支援以外の

施設障害福祉サービスを行う施設」（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律第５条第１１項）

※４
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在宅サービス事業所による再開支援に係る助成上限額一覧

【留意点】

※１ 「在宅サービスの利用休止中の利用者」とは、当該事業所を利用していた利用者で過去１か月
の間、当該在宅サービスを１回も利用していない利用者とする。。

※２ 具体的には以下の事業所を指す。なお、実際にサービス再開につながったか否かは問わない。
・計画相談支援事業所及び障害児相談支援事業所：在宅サービスの利用を休止している利用者に
対し、健康状態や生活実態の確認、利用を希望するサービスの確認を行った上で、在宅サービ
ス事業者と連携し、必要な対応（感染対策に配慮した形態での実施に向けた準備等）を行った
事業所。
・在宅サービス事業所：在宅サービスの利用を休止している利用者に対し、必要に応じて相談支
援専門員と連携の上、健康状態や生活実態、利用を希望するサービスを確認（感染対策に係る
要望を含む）し、利用者の要望を踏まえたサービス提供のための調整を行った事業所。

※３ 多機能型事業所として複数サービスの指定を受けている障害福祉サービス等事業者は、
該当するいずれかのサービスに係る基準単価を用いること。

令和２年４月１日以降、サービス利用休止中の利用者（※１）へ利用再開支援を行った計
画相談支援事業所及び障害児相談支援事業所並びに通所系サービス事業所、短期入所サービ

ス事業所、訪問系サービス事業所及び地域相談支援事業所（※２）

単価　（単位：千円）

1 療養介護 2 ／利用者

2 生活介護 2 ／利用者

3 自立訓練（機能訓練） 2 ／利用者

4 自立訓練（生活訓練） 2 ／利用者

5 就労移行支援 2 ／利用者

6 就労継続支援Ａ型 2 ／利用者

7 就労継続支援Ｂ型 2 ／利用者

8 就労定着支援 2 ／利用者

9 自立生活援助 2 ／利用者

10 児童発達支援 2 ／利用者

11 医療型児童発達支援 2 ／利用者

12 放課後等デイサービス 2 ／利用者

短期

入所
13 短期入所 2 ／利用者

14 施設入所支援 ---

15 共同生活援助（介護サービス包括型） ---

16 共同生活援助（日中サービス支援型） ---

17 共同生活援助（外部サービス利用型） ---

18 福祉型障害児入所施設 ---

19 医療型障害児入所施設 ---

20 居宅介護 2 ／利用者

21 重度訪問介護 2 ／利用者

22 同行援護 2 ／利用者

23 行動援護 2 ／利用者

24 居宅訪問型児童発達支援 2 ／利用者

25 保育所等訪問支援 2 ／利用者

26 計画相談支援 1.5 ／利用者

27 地域移行支援 2 ／利用者

28 地域定着支援 ---

29 障害児相談支援 2.5 ／利用者

通

所

系
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・
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施設・事業所の種別
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在宅サービス事業所における環境整備への助成上限額一覧

【留意点】

※１ 多機能型事業所として複数サービスの指定を受けている障害福祉サービス等事業者は、該当す
るいずれかのサービスに係る基準単価を用いること。

（多機能型とは、指定生活介護、指定自立訓練（機能訓練）、指定自立訓練（生活訓練）、指定就労移行支援、

指定就労継続支援Ａ型事業所及び指定就労継続支援Ｂ型事業所並びに指定児童発達支援、指定医療型児童発達支
援、指定放課後等デイサービスの事業のうち２つ以上の事業を一体的に行うことをいう。）

令和２年４月１日以降に感染防止のための環境整備を行った在宅サービス事業所、計画相
談支援事業所及び障害児相談支援事業所

単価　（単位：千円）

1 療養介護 200 ／事業所

2 生活介護 200 ／事業所

3 自立訓練（機能訓練） 200 ／事業所

4 自立訓練（生活訓練） 200 ／事業所

5 就労移行支援 200 ／事業所

6 就労継続支援Ａ型 200 ／事業所

7 就労継続支援Ｂ型 200 ／事業所

8 就労定着支援 200 ／事業所

9 自立生活援助 200 ／事業所

10 児童発達支援 200 ／事業所

11 医療型児童発達支援 200 ／事業所

12 放課後等デイサービス 200 ／事業所

短期

入所
13 短期入所 200 ／事業所

14 施設入所支援 ---

15 共同生活援助（介護サービス包括型） ---

16 共同生活援助（日中サービス支援型） ---

17 共同生活援助（外部サービス利用型） ---

18 福祉型障害児入所施設 ---

19 医療型障害児入所施設 ---

20 居宅介護 200 ／事業所

21 重度訪問介護 200 ／事業所

22 同行援護 200 ／事業所

23 行動援護 200 ／事業所

24 居宅訪問型児童発達支援 200 ／事業所

25 保育所等訪問支援 200 ／事業所

26 計画相談支援 200 ／事業所

27 地域移行支援 200 ／事業所

28 地域定着支援 ---

29 障害児相談支援 200 ／事業所

相

談

系

施設・事業所の種別
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